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タクシー運賃



運賃幅の決定方式について

＜総括原価方式のイメージ図＞

タクシーの運賃については、タクシー事業の経
営に必要な営業費（人件費、燃料費等）に適正
な利潤を加えた総括原価を求め、総収入がこれ
と等しくするように運賃水準を決定する「総括
原価方式」が用いられている。

総括原価方式

運賃幅の設定について

【上限運賃】
上限運賃の設定については、運賃ブロック

毎（全国１０１ブロック）に事業者の申請を受
け付け、当該運賃ブロックの中で、標準的な
経営状況にあると考えられる事業者（原価計
算事業者：10～30者程度）の原価を基礎とし
て平均原価を算出し、これに見合うように運
賃水準が設定される。 〇差異を認める原価

（燃料油脂費、車両リース費、役員報酬費等）
→原価計算事業者の中での最小値を採用。

○差異を認めない原価
（運転者人件費、車両修繕費、保険料等）
→原価計算事業者の中での平均値を採用。

【下限運賃】
原価計算事業者の中でも、他の事業者に比べ、

特に“効率的な経営”を行った場合にも収支が償う
水準の運賃という考え方で設定される。
具体的には、事業者間で原価の差異を認める

項目について、原価計算対象事業者の中での最小
値を採用する。
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タクシーの運賃制度について

■タクシーの運賃は、道路運送法に基づく国土交通大臣の認可事項となっている（注）。
■距離制運賃について、平成31年に事前確定運賃を、令和2年に一括定額運賃を、令和3年に相乗運
賃を導入する等、運賃制度の柔軟化を進めている。

距離制運賃

定額運賃

施設及びエリアに係る定額運賃

イベント定額運賃

観光ルート別運賃

時間制運賃

事前確定運賃

：旅客の乗車地点から後者地点までの実車走行距離に応じた運賃（初乗・加算）
※10km/h以下の運送に要した時間を加算距離に換算し、距離制メーターに併算する時間距離併用運賃も適用

：距離制運賃により難い運送（観光地の周遊、冠婚葬祭等）であって、営業所等で特約がある場合に適用される運賃

：特定の空港、鉄道駅等と一定のゾーンとの間の運送に適用

：イベントの開催期間中、特定の空港、鉄道駅等から開催場所に移動する旅客の運送に適用

：あらかじめ設定された観光ルートに沿った運送に適用

：配車アプリ等を用いて乗車前に運賃額を確定する運賃。変動運賃（ダイナミックプライシング）も導入。

相乗運賃

一括定額運賃 ：定額で複数回のタクシーの利用券を一括して設定する運送に適用（定期券・回数券）

割増・割引運賃

：運送開始前に互いに同乗することを承諾する場合相乗りが可能であり、乗車距離に応じた運賃の按分を原則とする。

：深夜早朝割増、冬季割増、公共的割引（身体障害者割引等）、遠距離割引、営業的割引を設定することが可能。

基本運賃

その他

（注）供給過剰地域ではタクシー特措法が適用され、国土交通大臣が定める運賃の範囲内で運用する必要がある。

H31.4制度化

R2.11制度化

R3.11制度化

（※）事前確定運賃の場合、最大2割の割増が可能

R5.7制度化

２

料金

迎車回送料金

サービス指定
予約料金割増

旅客の要請により乗車地点まで車両を回送する場合に適用。
需要の増減に応じ迎車料金を変動させることも可能（変動迎車料金）。

：予約によりワゴン車等を配車する場合に適用（届出）

：

車両指定配車料金

時間指定配車料金 ：旅客の指定した時間に車両を配車する場合に適用（届出）

※その他：不当な差別的取扱いをするものではなく、かつ、旅客が利用することを困難にするおそれがないものである場合に設定可能



変動運賃（事前確定型変動運賃）の制度

新制度

導入条件

変動幅

変動方法

■利用者の選択可能性・予見可能性が確保される場合には、以下のいずれの方法でも可とする。
・リアルタイムに変動運賃を決定 （例：天候等による需給変動に応じて運賃を変動）
・事前に変動時間帯を決定 （例：5時から10時までを割増、11時から15時までを割引で運用）

■ただし、導入する変動方法について、予め広く利用者へ通知することとする。

■制度導入後６ヶ月のモニタリング期間は、
右記の範囲内で設定することとする。

■事前確定運賃は、距離制運賃に時間係数（東京の場合は
1.21）を乗じて算定することになっているため、初乗り500
円の場合には、500×1.21≒610円 （1円単位四捨五入）

310円

5割引
●

610円
（500円） 910円

●
5割増

●

600円分の幅
（310円～910円）

【東京・武三地区で初乗り500円を採用しているタクシー会社の場合】

■モニタリング期間中は、変動させた運賃の平均値が、総括原価により設定された運賃幅に収まる
水準となっているかを確認するため、３ヶ月毎に実績を求める。

■総括原価により設定された運賃幅に収まる水準となっていない場合には、改善の検討を促した上、
場合によっては事前確定型変動運賃の認可取り消し等もあり得る。

■各タクシー事業者の判断による個別申請に基づき導入することとする。

■事前確定型変動運賃を導入する場合には、配車アプリによりサービスを提供することとし、当該タク
シー事業者の「事前確定運賃」は全て「事前確定型変動運賃」を適用することとする。

※タクシー利用における事前確定運賃の利用割合：0.18％（旅客課サンプル調べ）

■個々のタクシー利用に係るタクシー運賃について、需給に応じて柔軟に運賃を変動させることを可
能とする運賃であり、かつ変動運賃の平均額が運賃幅に収まるような方法により算定される運賃制
度。
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人件費 73.6%

燃料費 6.9%

車両修繕費 2.4%

車両償却費 1.8%

保険料 2.9%

営業外費用 0.9%
その他 11.5%

出典：ハイヤー・タクシー年鑑（平成27年度内訳）

タクシーの原価構成比
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